
母子保健法の一部を改正する法律（産後ケア事業の法定化）に関する Q＆A（令和２年３月２日時点）

• 現行の予算事業では「出産直後から４ヵ月頃までの時期」を対象の目安としているが、これは、一般に
産後の母親の心身が回復・安定し、育児や生活全般についても安定する時期を考慮して設定された
もの。

• 「４ヵ月頃まで」はあくまでも目安であり、４ヵ月を超えても必要に応じ利用を認めている自治体もある
一方で、中には４ヵ月以降の利用を一切認めていない自治体も存在する。後者の自治体では、例え
ば、在胎 24 週で生まれた低出生体重児について、生後４か月の時点では入院継続中であり、退
院した後、すでに出産後４ヵ月を超過しているという理由で、産後ケアを利用できない、といった問題が
指摘されている。

• このように、低出生体重児等の場合は、入院期間の長期化で退院時期が出産後４か月を超える場
合もあることや、産婦の自殺は産後５か月以降にも認められるなど、産後１年を通じてメンタルヘル
スの重要性が高いこと、などを踏まえ、対象者が定められたもの。

対象者に関して、「出産後１年を経過しない女子、乳児」と定められた理由如何。



「母子保健法の一部を改正する法律」の施行について（通知）」
（子発 0805 第３号令 和２年８月 5日）

• 市町村は、産後ケア事業を行うに当たっては、産後ケア事業の人員、設備及び運営に関する基準として厚生労働
省令で定める基準に従って行わなければならないこと。（法第 17 条の２第２項関係）

• 法第 17 条の２第２項の厚生労働省令で定める基準について、以下に掲げるものとすること。（規則第７条の４）
ア 産後ケア事業を管理する者を定めること。
イ 助産師、保健師又は看護師のいずれかを常に１名以上置くとともに、事業の内容に応じ、心理に

関する知識を有する者その他事業の実施に必要な者を置くこと。
ウ 緊急時の対応等を含め、出産後１年を経過しない女子及び乳児の状況に応じた適切な産後ケア

を行うことができるよう、医療機関との連携体制を確保すること。
（２）留意事項
• 人員基準について、助産師、保健師又は看護師のいずれかを常に１名以上置くこととされているが、特に、出

産後４カ月頃までの時期は、褥婦や新生児の保健指導を行うことから、原則、助産師を中心とした実施体制で
の対応とすること。

産後ケア事業の実施基準（抜粋）



病院、診療所又は助産所と産後ケアセンターとの併設等について（通知）

病院、診療所又は助産所と産後ケアセンターにつ
いては、患者等に対する治療、出産後１年を経過
しない女子及び乳児に対する産後ケアその他のサー
ビスに支障がないよう、表示等により病院、診療所
又は助産所と産後ケアセンターとの区分を可能な限
り明確にすれば、併設（病院、診療所又は助産
所の同一敷地内（産後ケアセンターが設置されて
いる施設において助産所の届出をしている場合を
む。）又は隣接する敷地内（公道をはさんで隣接
している場合を含む。）に産後ケアセンターを開設し
ていることをいう。）が可能であること。
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これからの助産師の活動を考える
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 助産師に求められる役割、助産師が果たすべき役割は？
 助産師の活動の場や対象は？
 助産師の働き方は？

助産師の活動によって、
母子やその家族（人々）がどのような恩恵を受けるかという視点

政策や社会の状況のキャッチアップ


